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 道内９つの常時観測火山では、国や道、市町村、公共機関のほか火山専門家等で構成さ
れる「火山防災協議会」により、活動火山対策特別措置法に基づいた警戒避難体制の整
備等、火山防災対策が進められている。

 平常時からの噴火災害に対する地域住民の防災意識の向上、防災関係機関相互の連携体
制の充実・強化を図ることを目的に、北海道地域防災計画（第７章：火山災害対策計
画）において、道及び周辺市町村が、防災関係機関、住民等と相互に連携して実践的な
防災訓練と事後評価を実施することを規定しているところ。

 平成１２年の有珠山噴火災害の教訓を踏まえ、平成１３年度から常時観測５火山（雌阿
寒岳、十勝岳、北海道駒ヶ岳、樽前山、有珠山）の持ち回りで、「火山噴火総合防災訓
練」を実施しており、これまで各火山防災協議会の主催により隔年で実施されている。

 令和３年度までに常時観測９火山全てで避難計画が策定されたこと等を踏まえ、各計画
の検証等、火山防災対策の実効性を更に高めるため、令和４年度以降は、常時観測９火
山全てを対象として、火山防災協議会の主催により毎年「火山噴火総合防災訓練」を実
施する。

資料３
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年度 対象火山 地域 年月日 備考 年度 開催場所 地域 年月日 備考

Ｈ１３ 北海道駒ヶ岳 渡島 H13.10.14 Ｒ１ 北海道駒ヶ岳 渡島 R1.9.27

Ｈ１４ 有珠山 胆振 H14.10.16 Ｒ３ 有珠山 胆振 R3.10.15

Ｈ１５ 雌阿寒岳
釧路、十勝、
オホーツク

中止 十勝沖地震のため Ｒ４以降毎年開催

Ｈ１６ 樽前山 胆振、石狩 H16.10.5 Ｒ４ 大雪山 上川

Ｈ１７ 雌阿寒岳
釧路、十勝、
オホーツク

H17.7.14 Ｈ１５年度の振替 Ｒ５ 雌阿寒岳
釧路、十勝、
オホーツク

Ｈ１７以降隔年開催 Ｒ６ 樽前山 胆振、石狩

Ｈ１９ 十勝岳 上川、十勝 H20.2.21～22 Ｒ７ 恵山 渡島

Ｈ２１ 北海道駒ヶ岳 渡島 中止
サモア沖地震による
津波注意報のため

Ｒ８ アトサヌプリ
釧路、

オホーツク

Ｈ２３ 有珠山 胆振 H23.10.25 Ｒ９ 倶多楽 胆振

Ｈ２５ 雌阿寒岳
釧路、十勝、
オホーツク

H25.8.23 Ｒ１０ 十勝岳 上川、十勝

Ｈ２７ 樽前山 胆振、石狩 H27.8.21 Ｒ１１ 北海道駒ヶ岳 渡島

Ｈ２９ 十勝岳 上川、十勝 H30.2.21～22 Ｒ１２ 有珠山 胆振

実施状況及び今後の対象火山案

＜R5以降の検討にあたっての留意事項等＞
■同じ地域（振興局）が連続にならないように検討。 ■今後の火山活動の状況等により、順番の変更を検討。
■正式決定は道の当該年度予算が成立した後。
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目 的

①大雪山の噴火警戒ﾚﾍﾞﾙの推移に応じて、又は突発的噴火時において、関係機関等の避難に関する防災対策が適切に行われ
るよう策定した「大雪山火山避難計画（令和２年３月策定）」の検証

②防災関係機関の災害対応能力の向上
③防災関係機関相互の連携強化
④住民等の火山防災知識の向上と防災意識の普及啓発

主 催 大雪山火山防災協議会

日 時 令和４年１０月１２日（金）９：００～１５：３０

参加機関等
①大雪山火山防災協議会構成機関 ②地元住民（避難促進施設関係者）等
③有識者 道防災会議火山専門委員会 佐藤教授（北海道教育大学旭川校）

想 定
大雪山において突発的な噴火が発生に伴う登山者等の救出・救助、旭岳温泉地域住民等の避難（噴火警戒レベル１の状況か
らレベル４への引き上げを想定）

主な内容

図
上
訓
練

■道現地災害対策本部設置・運営訓練
（東川町役場）

○道の要員、市町・関係機関からのリエゾン派遣
○状況付与により避難計画の検証や対応・連携を確認

実
働
訓
練

■情報伝達訓練（各機関等）
○噴火警報を伝達系統図に基づき関係機関へ伝達
○防災行政無線等を通じた住民等への周知

■初動体制構築訓練（各機関等） ○噴火警報を受け、各機関計画により体制構築

■避難所開設・運営訓練
東川町：
・旭岳ビジターセンター
・東川町第２地区コミュニティセンター

○各市町で感染症対策を講じた避難所の開設・運営
○避難計画に基づく登山者及び住民避難
○避難促進施設における避難確保計画に基づく施設利用者の避
難
○登山道の立入規制及び道路の交通規制

■関係機関合同会議（Web会議） ○道庁～現地本部～地方本部～市町によるWeb会議

約200名（うち住民約60名）
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 各噴火警戒レベルに応じた道現地災害対策本部各班及び各機関の対応

付与される状況に応じた道現地災害対策本部各班及び各機関の対応、課題解決のため
に必要な調整・連携事項

＜状況付与の例＞

・住民からの救助要請 ・住民及び報道からの問合せ

・避難所からの応援要請 ・ロープウェイ運行要請

・関係機関応援等調整 ・応援職員調整

・支援物資輸送調整 ・降灰による交通障害対応 など

【道現地災害対策本部設置・運営図上訓練】 関係機関約６０人参加
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【避難所開設・運営訓練】 住民約６０人参加

 各市町で感染症対策を講じた避難所開設・運営

 避難計画に基づく住民避難

東川町
・旭岳ビジターセンター
・東川町第２地区コミュニティセンター

・各避難所では、住民等も参加し、受付や検温等、感染症対策を講じた避難所の開設・運営に必
要な訓練を実施

・参加者を対象に気象台や道職員による防災講話を実施



 各災害対策本部等をWEB会議（Zoom）で接続

 想定
噴火警戒レベル４の状況下において、道や各町、関係機関の応急対策の状況を共有するととも

に、火山活動状況に係る気象台や有識者からの見解・助言を受け、救助計画や最大噴火（噴火警
戒レベル５）を想定した各市町の避難情報の発令等を協議する場面を想定。
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【関係機関合同会議】

北海道防災会議火山専門委員
佐藤准教授（北海道教育大）
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成 果

・ 合同本部設置訓練をとおし、合同本部や各町、関係機関の対応を確認し、相互の連携強化を図ること
ができた。（北海道、防災関係機関）

・ 感染症対策に留意した住民参加型の訓練を実施できた。（北海道）
・ 実災害にありうる具体的な状況付与があり、実災害を想定した訓練を実施できた。（各市町等）
・ 他機関の訓練手法を体験でき、今後の参考となった（防災関係機関）
・ 関係機関が集まる規模の訓練を実施できたことが非常に大きい（佐藤准教授）
・ 各機関の横の連携を持てた（佐藤准教授）

問題点
課 題
反映事項

・ 北海道現地災害対策合同本部の役割分担、人員の更なる具体化・検討が必要（北海道、振興局）
・ 避難計画の検証、見直しに資するための継続的な訓練の実施や段階的な訓練の実施、積雪期等の（北
海道、振興局、防災関係機関、佐藤准教授）

・ 進行状況をデータ化し、参加者が共通で確認できるツールや仕組みが必要（振興局、札幌管区気象台、
北海道地方測量部国土地理院）

・ 登山者等の避難に、ロープウェイの活用・依存が大きく、管理会社と一体となった防災体制の構築が
必要。また、避難時に民間企業を巻き込めない場合も考慮し、歩いて下山する想定も必要。（東川町、
旭川地方気象台、佐藤准教授）

・ ブラインド方式での訓練だったが、誰の仕切りで運営されているのか分からず、訓練の方向性が分か
らなかった。また、状況付与内容について説明がないのは厳しいため、発生する事象のポイントの説明
があると良かった（振興局、大雪消防組合消防本部）

・ 北海道と東川町で連携した指揮系統のほうが良い（地理条件等は地元の東川町の方が詳しく、対応案
件によって、東川町の方が早く判断ができると考える）（美瑛町）
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目 的

① 「雌阿寒岳火山防災計画（令和５年７月策定）」の検証
② 防災関係機関の防災対応能力の向上
③ 防災関係機関相互の連携強化
④ 住民等の火山防災知識の向上と防災意識の普及啓発

主 催 雌阿寒岳火山防災協議会

日 時 10月24日（火） 午前：実動訓練 ・ 午後：図上訓練

場 所 釧路市（実動訓練及び図上訓練） ・ 足寄町（実動訓練）

参加機関等 ①雌阿寒岳火山防災協議会構成機関 ②地元住民（避難促進施設関係者）等 ③有識者 等 ※調整中

想 定
雌阿寒岳において突発的な噴火発生に伴う登山者等の救出・救助、地域住民等の避難（噴火警戒レベル１の状況からレ

ベル４への引き上げを想定）

訓練内容

情報伝達訓練・初動体制構築
訓練

○ 突発的な噴火に伴う迅速な構成組織への伝達・参集、会議の開催
○ 登山者等への迅速な噴火情報等の伝達
○ 入山規制、高齢者等避難（自主避難）、避難所開設の発令・周知
○ ヘリコプター等による雌阿寒岳噴火状況等の観測、要救助者に関する情報収集及
びヘリ映像伝送等による情報伝達

各町災害対策本部と連携した
北海道災害対策現地合同本部
設置・運営訓練

○ ロールプレイング（ブラインド）方式による図上訓練
○ 突発的な噴火に伴う入山規制・避難誘導の統制・把握
○ 救出・救助活動に必要な情報収集・分析及び調整・検討

関係機関合同会議訓練 ○ 道及び各町災害対策本部等の合同会議（Web会議）

避難訓練・避難所運営訓練 ○ 図上訓練に連接した入山規制・避難誘導
○ 避難促進施設と連携した登山者・住民等の緊急避難
○ 感染症対策を講じた避難所開設・運営

その他
○ 本訓練は公開とする。
○ 災害発生によって訓練の中止・縮小の可能性がある。
○ 訓練実施までに２回の訓練参加機関調整会議を実施し円滑な訓練実施に資する。


